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日本のGDP成長率は2四半期連続で2桁のプラス
2021年1～3月期は個人消費や輸出の落ち込みが懸念される

（審査確認番号 2020 - TＢ385）

実質GDP成長率は事前予想を上回る
内閣府が2月15日に発表した、2020年10～12月
期の実質GDP（国内総生産）成長率（季節調整済、
1次速報値）は、前期比年率12.7％増となりました。
事前予想の同10.1％増も上回り、2四半期連続で2
桁のプラス成長です（図表1）。予想を上回る実質
GDP成長率を好感し、2月15日の日経平均株価は
1990年8月以来となる3万円を回復しました。
2020年を通じた実質GDP成長率（季節調整済、
速報値）は前年比4.8%減となりました。マイナス
幅はリーマンショックの影響で同5.7％減となった
2009年に次ぐ過去2番目の大きさです。
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出所）図表1は内閣府、図表2は総務省データをもとに
ニッセイアセットマネジメントが作成

図表1：実質GDP成長率は2四半期連続でプラス

GDP（国内総生産）とは？
Gross Domestic Productの略で、国内において一定期間内に新たに生産されたモノやサービスな
どの合計金額。その国の経済力の目安に用いられる。
前年同期や前期と比べ、どのくらい増加（減少）したのかを見ることで、国内の経済成長を推定す
ることが可能となる。GDPの増減率を％で表したものを『GDP成長率』と呼ぶ。

図表２：家計の消費支出は回復傾向がみられる

今期は個人消費や輸出の落ち込みが懸念される
項目別寄与度は、GoToキャンペーンで旅行や飲
食への支出が増えたことなどを受けて、民間消費
（個人消費）が最も大きくなりました（図表1）。
また、中国や米国の景気回復を受けて、外需（純
輸出）の改善も実質GDP成長率の回復に寄与しま
した。輸出が改善したことで企業の設備投資にも
回復がみられました。
家計の消費支出はコロナ禍により2020年4月、5
月は大きく冷え込みましたが、その後は現金給付
やGoToキャンペーンの効果もあり回復傾向となっ
ています（図表2）。足元では緊急事態宣言が再発
令されており、外出機会の減少などから2021年1
～3月期の個人消費は落ち込むとみられています。
また、半導体の供給の遅れにより、自動車産業な
どで生産調整がみられ、輸出についても下振れの
懸念が高まっていると思われます。
コロナ禍による景気の落ち込みからの回復を支え
てきた個人消費と輸出がともに鈍化するとみられ
ることから、2021年1～3月期の実質GDP成長率
はマイナス成長となる可能性が高いものと想定さ
れます。

※実質GDP成長率（前期比年率）と項目別寄与度の推移

※家計の消費支出（二人以上の世帯、季節調整済）の推移
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【当資料に関する留意点】
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• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するも
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ンであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しており
ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
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コールセンター 0120-762-506
９：00～17：00（土日祝日・年末年始を除く）

ホームページ https://www.nam.co.jp/
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